
 
【別紙 2】  

公益財団法人むつ小川原地域・産業振興財団プロジェクト支援助成事業の 

評価手法等に係る調査研究業務 企画提案公募 参加資格 

 

（1） 日本国内に本店、支店または営業所等といった拠点を有すること。 
（2） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者

に該当しない者であること。 
（3） 青森県財務規則（昭和３９年３月青森県規則第１０号）第１２８条の規定に

よる一般競争入札に参加できない者でないこと。 
（4） 企画提案書の提出期限の日から契約締結までの間に、青森県知事の指名停止

の措置を受けていないこと。 
（5） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手
続開始の申立てがなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定後、
知事の確認を受けている者を除く。）でないこと。 

（6） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第
７７号。以下「法」という）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）でないこ
と。 

（7） 次に掲げる者に該当しないこと。 
ア 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団をいう。） 
イ 役員等（法人にあっては役員であって経営に事実上参加している者、法人

でない団体にあっては代表者、理事その他法人における経営に事実上参加し
ている役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及びその使用人
（支配人、本店⾧、支店⾧その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、
事業所の業務を統括する者（事業所の業務を統括する者の権限を代行し得る
地位にある者を含む。）をいう。）をいう。以下同じ。）が自己若しくは第三者
の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団の威力を利用し
たと認められる者。 

ウ 役員等が暴力団の威力を利用する目的で、若しくは暴力団の威力を利用し
たことに関し金品その他財産上の利益の供与（以下この号において「金品等
の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を支援する目的で相
当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められる者。 

エ 役員等が正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助⾧し、又は暴力
団の運営に資することとなることを知りながら金品等の供与をしたと認めら
れる者。 

オ 役員等が暴力団と交際していると認められる者 
（8） 法人税、消費税及び地方消費税並びに法人事業税を滞納していない者である

こと。 


